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学校における言語の多様性

—すべての児童生徒が学校で成功するための支援—
ジム・カミンズ

トロント大学

（中島和子・湯川笑子訳）

1. Academic Language Proficiency（ALP, 学習言語能力）について、何が分かっているか

　言語能力を3つの側面に区別することが必要である。conversational fluency (＝CF,会話の流暢度,またはBICS)、discrete language skills (=DLS,  弁別的言語能力
)、academic language proficiency (=ALP, 学習言語能力、またcognitive academic language proficiency 〔CALP〕)

会話の流暢度（学年相当の力の獲得に普通１−２年が必要）

· よく慣れている場面で相手と対面して会話する力

· 母語の会話の流暢度は、大体就学年齢（4,5歳）までに高度に発達

· 頻度数の高い語彙と簡単な文法構造の使用を含む

· 第二言語学習者は、学校や周囲の環境を通して第二言語への接触を始めて一年ないし２年で流暢な会話力が伸びるのが普通

弁別的言語能力（個々の技能によって習得に必要な時間が異なる）

· 言語とリテラシーの規則的な側面。音韻意識（単語が弁別可能な音で成り立っているという認識）、フォニックス（音と文字との関係についての認識—読み取る力）、文字認識と文字、単語を形成する力（大文字や句読点に関する規則、スペリング、文法）

· これらの技能は、次のいずれかの方法で獲得される：(a)直接指導の結果、(b)言語・リテラシー活動の実体験を通して

· アルファベット言語に関する研究では、音韻意識とフォニックス（文字を読み取る力）は就学後２年ぐらいで獲得可能だという。したがって学校言語の初期の文字を読んで理解する力は母語話者とほぼ同じように進んで行くと言える。

学習言語能力（学年相当レベルに達するのに５年以上必要）
· ますます複雑になる話し言葉と書き言葉を理解し、かつ産出する力を指す。学年とともに、日常会話ではほとんど聞くことのない低頻度の語彙、複雑な構文（例：受け身形）や日常生活ではほぼ聞くことのない抽象的な表現などが出てくる。教科学習では（例：国語、社会科、理科、算数・数学）、言語的にも概念的にも高度な文章を理解することが要求され、またそれらを正確に、まとまった形で使うことが必要とされる。

· これまでの研究によると、外国人児童生徒が母語話者レベルに追いつくのに、アカデミック言語に接触してから少なくとも５年が必要だと言われる。これはアカデミック言語が複雑であると同時に、外国人児童生徒が動く的（語彙、概念、読み書き能力が伸びつつある母語話者児童生徒）に向かって追いつくことが強いられるからである。

· 教科領域の読解力を伸ばすためには、＊弁別能力で成功する方法とは異なった指導法が必要とされる。特に、語彙やアカデミック言語能力を伸ばすためには、読解力育成に焦点を当てた多読が必須である。

（前ページの訳者注１を参照）

2. バイリンガル教育と母語の発達について、何が分かっているか
　バイリンガル環境に育つ子どもの母語がその子のトータルな人格形成及び教育上の発達に重要であることは、これまでの研究で明らかである。

バイリンガリズムは子どもの言語的、教育的発達にプラスの影響がある。
　過去３５年間にわたる１５０以上の研究によると、小学校時代に、二つ、あるいはそれ以上の言語能力を継続して伸ばすことができれば、言語をより深く理解するようになると同時に、効果的な使用法も身に付くと言われる。バイリンガル環境に育つ子どもは、言語を理解したり産出したりする練習をより多く積むことになり、特に２言語でリテラシーが発達すると、二つの言語がどのように現実（世界）を整理しているのかについて比較対照できる。また、二つの言語を通して情報処理をする結果、思考の柔軟性においてもバイリンガル児の方がより発達するという。

母語の発達レベルが第二言語習得可能なレベルの強力な指標

　就学時に母語の基礎がしっかりしている子どもは、学校言語の読み書きもしっかり伸びる。両親その他子どもの周囲の大人（例えば祖父母など）が子どもと過ごす時間を持ち、語彙や概念理解が伸びるようなやり方で読み聞かせや、いろいろな事柄についての対話をもった場合には、子どもは学校言語を学び、学習面でもうまくいくための準備が十分できていると言える。家庭で習得した子どもの知識や技能は、母語から学校言語へ転移（トランスファー）するからである。子どもの概念や思考能力の発達の点から見ると、二つの言語は相互依存的関係にある。移行は双方向で起こる可能性がある。つまり、学校の中で母語が伸びる場合は（例えば、バイリンガル教育プログラム）、学校言語を通して学習した概念、言語、リテラシーは家庭言語に転移する可能性がある。要するに、両方の言語へのアクセスが可能な教育環境では、相互に両言語が強め合うということである。

相互依存仮説とは次のようにまとめられる：

言語（Lx）を使用する授業を通してLxの言語能力が伸びた場合、習得された言語能力は、言語(Ly)に対する適度の接触と学習動機付けがあれば、言語(Ly) に移行する。
　　　　　２言語基底分離説(SUP)　　　          ２言語基底共有説(CUP)　　　
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社会言語的状況によって、次の５つのタイプの転移が可能である。

· 概念的要素（例えば、光合成という概念の理解）

· メタ概念ストラテジー、メタ言語ストラテジー（例えば、視覚化、（概念の）図式化
、記憶術、語彙習得ストラテジーなど）

· 言語使用におけるコミュニケーション上の転移（L2でコミュニケーションを取ろうとする意欲、コミュニケーションを助けるためのジェスチャーや顔の表情などを使いこなす力、）

· 特定の言語的要素の転移（例えば「光合成」という熟語における「光」の意味）

· 音韻意識の転移—語が異なった音によって構成されるという知識

学校教育で子どもの母語を強めることは母語の発達を助けるばかりでなく、子どもの学校言語の力も伸ばす

　前述したように、(a)２言語の同時発達が子どもの言語習得に有利、(b)２言語の力が互いに関係し合う、あるいは相互依存的である、という研究成果を踏まえれば、このことは決して驚くべきことではない。学校が母語を効果的に教え、適宜母語を通してリテラシーを伸ばすなら、バイリンガル児は学校でよく伸びる。反対に、母語を否定することが暗に促され、その結果、母語の発達が停滞すると、子どもの学習の個人的、概念的基盤が崩れてしまうのである。

マイノリティー言語を使って授業をしても、子どもの学校言語による学力の伸びにマイナスの影響はない。

　教育関係者や保護者の中には、バイリンガルプログラムや母語教育プログラムが子どもから主要言語の学習時間を奪ってしまうと危惧し、バイリンガルプログラムや母語教育プログラムを疑問視するものがいる。例えば、学校の学習時間の５０％は子どもの母語を使用し、５０％は学校言語を使ったバイリンガルプログラムの場合、明らかに子どもの学校言語がマイナスの影響を受けるのであろうか。世界の各地で行われてきた、これまでの教育研究の中でもっとも強固な研究成果は、質の高いバイリンガルプログラムは、学校言語の発達にマイナスの影響を与えることなく、マイノリティー言語でリテラシーを伸ばし、教科学習の成果をあげることが出来るということである。

　このような状況は、上で触れた研究成果から容易に理解できる。子どもがマイノリティー言語（例えば、家庭言語）で学ぶときには、狭い意味でその言語のみを学んでいるのではない。子どもは、学校言語による学習でも必要とされる概念や知的技能も学んでいるのである。母語で、例えば何時か時刻が言える児童は、時刻を言うという概念を理解しているのである。第二言語で（つまり、主要言語で）それを習い直す必要はない。すでに習得ずみの知的技能に対して、新しいラベル、または「表層面の言語（構造）」を習得すればいいのである。また同様に、より高度なレベルでは、文章や物語の主要概念とサポート部分との区別、原因と結果、事実と意見の相違がわかる、また、物語上の出来事や歴史上の事実関係をくみとれるといった、学習言語面やリテラシー技能の面で２言語間の転移が起こるのである。

子どもの母語は脆くて、就学初期に失われやすい

　２言語環境に育つ子どもが、就学後とても速く主要言語の会話力を「身につける（pick-up）」ということは多くの人たちが驚く。（もっとも、学習言語では母語話者のレベルに追いつくのに長時間かかるが）。しかし一方、子どもたちがいかに早く母語を失うか、家庭においてさえ母語使用能力を失うか、ということに教育関係者は気づいていないことが多い。母語がどこまで失われ、またどのぐらい速く失われるかは、学校の中に、また近隣のコミュニティーに特定の言語グループの家族がどのぐらい密集しているかによって異なる。学校外のコミュニティーで母語が頻繁に使われるような状況では、年少児の言語喪失は少ない。しかし、言語グループが集住していないところ、あるいは「ゲットー化」していないところでは、就学後２−３年で子どもの母語は失われることが多い。もちろん受容面の言語能力〔理解する力〕は保持するかもしれないが、同年齢の子どもや兄弟と話したり、また親に返答するときに学校言語を使うのである。子どもが思春期を迎えるころには、両親と子どもの言語の壁は非常に厚く、コミュニケーションがとれない状態になる。子どもは家庭文化からも学校文化からも阻害されてしまうケースが多く、その弊害は明らかである。

3. 人はどのように学ぶのか？—マイノリティ言語児童生徒教育への意味

　ブランドフォードらは、効果的な学習方法の条件として、次の３つを強調している。子どもの既習知識や理解を活性化すること、事実関係知識と概念的知識を統合すること、そして自らの学習プロセスを積極的にコントロールすることである。
既習知識の活性化

　ドナバンとブランドフォード(2005, p.4)によると、「新しい理解は、既習の理解や経験を土台として構築される」〔強調は原著〕という。既習知識、技能、ビリーフ、概念は、学習者の周囲の環境に対してどのような事柄に気づくか、またそれらをどのように整理し解釈するかに大きな影響を与える。既習知識とは、単に知識授与型の学習環境を通して習得された情報や技能をさすだけではない。学習者のアイデンティティーや認知機能を形作った諸体験全体をさすのである。ということは、言語的にも文化的にも多様な背景を持つ児童生徒のいる教室の指導は、学習者の既習知識を活性化し、かつ必要に応じて学習に関連した背景知識を構築していくものでなければならないということである。

事実関係の知識

　ブランドフォードら(2000, p.16)は、知的な探求力を高めるためには、「大量の、ばらばらに分断された事実を知っている」だけでは不十分だという。学習者は、「教科学習の深い理解は、事実関係に関する情報を使用可能な知識に転換するものである」（p.16）から、本当の理解に至る学習機会が与えられなければならない。知識というものは単なる記憶力以上のものであり、一つの文脈から他の文脈にまたがった知識に転換するためには、より深いレベルの理解が必要とされる。深い理解力を育てる授業とは、単にテキスト
の内容理解に止まらず、批判的リテラシーを伸ばすものでなければならない。文字通りのテキストの理解とは、作者が言わんとする内容（広い定義による）を理解することであるが、批判的リテラシーとは、作者が提示する視点、テキストの目的、目的達成の手段（たとえば、言語、イメージ、イントネーションなど）、そして作者が表明する意見をサポートする実証例などの点から、テキストをより深く洞察することを意味する。

学習プロセスを自分でコントロールすること

　学習者は、自分の学びを自らコントロールし、調整できるように支援されるべきである。ドナバンとブランドフォード(2005, p.10)は、「『メタ認知的』つまりみずからを監視していく（モニター）アプローチをとると、学習者自らが自分の学びをコントロールし、意識的に学習目標を定め、その達成過程を自らモニターする力を伸ばす力が身に付く」という。学習に対して受け身であるよりも、自らの学習プロセスを子ども自身のものとし、その学習成果に対して自らのアイデンティティーを投資するとき、その結果得られる理解は、ずっと深いものになるという。

　さらに、情意的な要因（感情、自尊感情、動機づけなど）の重要性を強調すると同時に、学校におけるアイデンティティーの交渉の重要性も強調する必要がある。
アイデンティティーの交渉は、マイノリティー児童生徒の学習面の成功に必要不可欠な要因。

　明示的であれ、暗示的であれ、子どもたちに伝わるメッセージが「あなたの言語と文化は校門のところに置いて（入れ）」であるとき、自分は何者であるかという問いの中核にあるーアイデンティティー—も校門のところに置いて入るのである。このように自らが拒否されたと感じると、教室で自信を持って前向きに授業に参加しようとはしなくなる。かれらに積極的に学習に取り組んでもらうためには、教師が子どもの言語的、文化的多様性をただ受け身の姿勢で受け入れるだけでは不十分である。むしろ教師たちが積極介入的
（プロアクティブ）になり、積極的に周囲のコミュニティーの諸言語のポスターを作るとか、学校言語だけでなく母語でも作文を書かせるとか（例えば、バイリンガルの本を作らせて文集にするなど）、言語的アイデンティティーを肯定するようなアクティビティーを積極的に採り入れるべきであろう。一般論として言うならば、マイノリティティー言語児童の教師が、児童生徒の持つ言語的、文化的経験の全てが前向きに受け入れられ、価値あるものとして認められたと感じられるようなクラス作りができた時に、初めてマイノリティティー言語児童のアカデミックな面での学習は進むのである。（Cummins, 2001）
� ［訳者注］「弁別的言語能力」とは、個別にバラバラに測ることのできる言語技能をさす。たとえば、漢字の筆順、英語の綴りや、動詞の活用形などといった言語の一部分を構成する要素をさすものと考えてよいと思われる。それに対して、本を読んで理解するなどは、もっと包括的な能力である。


� ［訳者注２］graphic organizersという専門用語で、既知の知識を図式化などの方法でまとめ、新出の概念や、テーマをわかりやすくまとめることをさす。


� ［訳者注３］ここで言うテキストとは、いわゆる「教科書」という意味ではなく、教科書の中の文章を含むあらゆる書き言葉で表現された題材をさす。





� ［訳者注４］proactiveという単語の訳。体制をある方向へもって行くために積極的に一定の方向へアクションをおこすことをさす。「積極雇用」などといった表現では日常的に使われている。








